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はじめに

　中国は経済発展にともなって、環境問題も世界に注目されている。とくに石炭貯蔵量の豊富な

中国においては石炭依存のエネルギー需給構造とエネルギーの非効率的利用の問題が指摘されてい

る。現在の大気汚染の原因は主に石炭燃焼により排出された浮遊粒子状物質と二酸化硫黄である。

工場からの固定汚染源に加えて、また都市部では近年急増した自動車による大気汚染源も増大して

きた。

　北京市の大気汚染は深刻である。北京は 2008 年オリンピックの開催地であり、大気汚染の姿を

世界にさらけ出すことになるかもしれない。本論文の目的は北京市の大気汚染と自動車公害の現状

を明らかにし、環境対策の課題を示すことである。大気汚染の防止対策は北京市だけではなく、中

国全体にとっても重要な課題である。

Ⅰ　中国の大気環境汚染の概況

　中国では大気汚染が深刻な環境問題の一つとなっている。汚染原因としては主に以下の３つがあ

げられる。

（１）エネルギーの消費問題

　中国は世界最大の石炭生産国で、自国のエネルギーの 75％を石炭に依存している。石炭の生産
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においては量的増産が重視され、質的浄化技術―洗浄技術の開発や石炭灰の浄化施設の建設では

コストがかかるため、軽視されている。ボイラーなどの設備が古く、熱利用効率が悪い。中国に約

50万台ある工業用ボイラーの平均熱利用効率は 60％程度である。

（２）行政監督の問題

　一部の地域では、環境保全より経済の成長が優先されている。エネルギー消費量の大きい産業や

施設などの建設プロジェクトに対する環境影響評価や審査などが甘く、大気汚染をもたらす施設が

建設され、汚染物質の大きな発生源となっている。一部地方の環境行政機関では財政難から、大気

汚染発生源への常時監視が実施できず、監督能力が弱いため、汚染状況が深刻となっている。

（３）急激な自動車保有台数の増加問題

　自動車保有台数の急増に対して、排気ガス汚染に対する管理体制が整備されていない。そして交

通道路などのインフラ整備が遅れ、渋滞は深刻な問題となっている。さらに中国も自動車排気ガス

の汚染状況について常時監視を行うための測定網の建設が課題である。

Ⅱ　北京市の大気汚染

（１）汚染要因

　北京市の大気汚染の要因はおおむね３つあげられる。

①人口の大量流入によるエネルギーの消費量の増加問題

　1996 年の 1240 万人の人口は、2005 年まで 250 万人増加した。増加の原因として考えられる

のは経済的発展によるものであり、工業用・生活用のエネルギー消費量は急激に増加した。

②燃焼量の増加による汚染

　エネルギー消費は石炭に依存しているため、硫黄の含有量の多い二酸化硫黄による汚染が深刻で

ある。World Resources98 － 99 年によれば、大気エアロゾルによる汚染が激しい世界の上位 10

都市中、北京の濃度は 377µg/ ㎥で、4番目にランクされた。

　浮遊粒子状物質による汚染―90年代に入り、環境規制の強化や市民生活レベルの向上などによっ

て、石炭の直接燃焼は減ったものの、石炭火力発電量の増加により煤煙排出が多かった。

③自動車公害

　自動車公害は自動車台数が 90年の約 39万台から 2005 年の 200 万台へと急増したことについ

て、排気ガス汚染問題が深刻化している。排気ガスに数種類の汚染物質が含まれ、代表的なものは

窒素酸化物、一酸化炭素、二酸化硫黄である。
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（２）北京市の大気汚染対策

①法規制

　中国では 70 年代から環境汚染に対する意識が高まり、「環境保護法」などの法律が作られた。

環境汚染が深刻かしつつあった中、83年 12 月から翌年 1月にかけ、第 2回全国環境保護会議が

開催された。その結果、環境保護が基本国策として定められた。地方環境法の優先により、北京市

の法規制は国家規制よりも厳格である。

　汚染違反金よりも汚染防止コストが高く、汚染を知っていても法規制を無視する事例が多かった。

このように法規制に不十分なため、大気汚染防止には有効に機能しなかった。2000 年に大気汚染

防止法が改定され、関係部門の規定遵守の徹底や汚染の評価、厳しい審査などが実施された。これ

は非常に有効であり、たとえば工場や企業の場合、汚染物の排出許可がでるまで作業が停止された。

②技術の改善・開発

　大気汚染防止において、“5ヶ年計画”による総合的な大気汚染対策を講じられた。クリーンエ

ネルギーは、91-95 年の第 8ヶ年計画で、成形炭の加工生産や使用を推進し、管理が強化され、

原炭燃焼が禁止された。第 9ヶ年計画においては、陜甘寧盆地で発見された天然ガスの利用の普

及を積極的に推進した。

　自動車による排気ガスは、北京市は 94年から自動車排気ガスに関する地方法規を規定し、燃料

規制を強化した。98年に全面的にガソリンの無鉛化を達成した。99年に欧州の自動車排気ガス基

準 1号を導入し、現在は欧州基準 2号を実施中であり、さらに 2008 年の北京オリンピック時に

欧州基準 3号を実施する予定である。

　新技術導入では、都市交通の主体を高速鉄道と公共電気自動車バスにする計画がある。特に電池

自動車の開発は重点科学技術項目に指定されている。専門家の研究委員会がリードし、2008 年の

オリンピックまでに実用車として 1000 台を投入できると予定している。

Ⅲ　環境意識調査比較（日本人学生と中国人留学生）

　中国では環境意識などのアンケート調査資料が非常に少なく、検討し得る資料を得ることができ

なかった。個人的アンケート調査を実施する場合、規制が厳しく、調査は断念せざるを得なかった。

そこで、高崎経済大学の中国人留学生および日本人学生を対象とした調査を実施した。

　調査方法は日本人学生 188 人（男子 95 人、女子 93 人）と中国人留学生 32 人（男子 21 人、

女子 11人）を対象に、アンケート調査を行った。講義終了後、アンケート用紙を配り、回答後そ

の場で回収した。

　本調査の目的は日本人学生と中国人留学生の大気汚染に関する意識にどのような違いがあるかを

検討することである。日本人学生と中国人留学生を比較した研究は、浅川（2004）以外はほとん
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どなく、貴重なデータと考えられる。

　表はアンケートの質問内容及び回答結果を示し、結果は男女別に集計した。

　質問３は「ある」と回答したのが日本人学生 29.6％に対して中国人留学生 71.9％と多い。この

ことは現状に対する日常的関心は留学生のほうが多いことを表していると推測される。中国では現

在大気汚染、水質汚濁、廃棄物処理など身近な環境問題が深刻化していることと関連があると考え

られる。

　質問6の回答合計人数は質問５の「知っている」と「やや知っている」の119人（日本人男子50人、

女子 39人と中国人留学生男子 19人、女子 11人）である。「インターネット」の普及率において

両方とも低い原因として考えられるのは検索の必要があるという原因であろう。

　質問 9では「法的規制」に日本人学生 35.6％、留学生 18.8％と差があった。現状から中国では

環境教育が不十分であり、環境汚染についての認知が低いため、法的規制を作っても、守られない

と考えているのであろう。そのため「技術開発」と「教育・情報」を選択した人が多いと考えられる。

Ⅳアンケートに関する考察

　アンケート調査の結果、中国人留学生の大気汚染認知度は 72％と高いことがわかる。汚染対策

としては技術開発や教育や情報も重視している。日中協力では、技術だけではなく、人材や資金も

必要だと考えられている。

　21世紀の地球環境問題は、中国の取り組みに負うところが多いといわれている。日本が公害問

題で経験したことを留学生が日本で学び、そしてそれが中国で活用されることを期待したい。中国

国内でも、環境問題に関する危機感のある実態教育を進めるべきであり、法的規制を厳しくし、環

境保全意識をもっと高める必要がある。

Ⅴ　まとめ

（１）北京市の大気汚染問題

　主な汚染原因は石炭燃焼により生じた汚染粒子状物質と二酸化硫黄によるものである。汚染源は

工場に加え、急激に増えた自動車台数が日々問題視になりつつある。70年代から環境保全制度や

条例を制定されたが、拘束力が弱かった。また近年急増した自動車による排気ガスの測定網の未整

備など、課題としてかなり残されている。

（２）解決へ向けて

　現在の大気汚染の状況を把握し、大気汚染防止対策の策定と技術開発を積極的に行うほか、市民

の環境保全に対する環境意識を強めることも必要不可欠である。市民の協力なしでは大気汚染の改

善と防止は不可能である。また、環境汚染類のパンフレットや大気質予報などの情報手段を通して、
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市民に積極的にその時点の環境状況を知らせるべきである。
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